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教育機会の地域間格差 と教育達成
は じ め に
社会移動 と教育をめ ぐるこれまでの研究(主 として地位達成分析)は,個 人の社会的地位
の形成に対 して,出身階層とい う帰属的な要因が高度に産業化された社会においても重要な
役割を果たしていることを明らかにしてきた。これらの諸研究によれば,父 親の職業 ・学歴





ところで,個 人の教育達成にその出身階層が重要な役割を果たす としても,学歴を獲得 し
てい く社会の構造的文脈が異なれば階層の及ぼす影響は質的にも量的にも異なってくること

















































































































































































































































































































り,地域間格差が若干縮少 していることが うかがえる。ところが,も う一方の指標である高
校からの大学 ・短大現役進学率をみると,標準偏差が大 きくなる(地 域間格差が拡大する)
傾向があり,後者の格差拡大が,前 老の格差縮少を相殺す る形で推移 してきていることがわ
かる。
教育機会の地域間格差と教育達成 101
上記の結果は,こ の20年間の急激な進学率の上昇(全 体的な教育機会の拡大)に もかかわ
らず,上 級学校への進学機会の地域間格差は実質的にはほとんど変化 しなかったことを示 し
ていると言えよ う3)。
こうした上級学校への進学率の地域間格差に注目した研究はい くつかみ られ る。(友 田
1970,山本1979,天野 ・吉本他1983)これ らの研究は,学校基本調査や国勢調査等の集計資
料を用い,都 道府県の職業構成 ・学歴構成 ・平均所得 とい う社会経済的条件や高校の普通科
率 ・大学の県内収容力等の学校教育条件 と,主 として高等教育進学率(志 願率)と の関連を,
相関係数や重回帰分析を用いて分析するところに特徴を持つ。
これ らの諸研究か ら得 られる知見は,① 都道府県の進学率の格差は,そ の府県の学歴水準
・ホワイ トカラー率(あ るいは専門 ・管理職率)・県民所得 ・第一次産業構成率 とい う社 会
経済的条件によってかな りの部分が説明される,② こうした地域の社会経済的条件以外に,
高校の普通科率や階層構造 とい う学校教育独 自の条件 も地域間格差を少なからず説明す るひ
とつの要因 となっている,と いう点に要約される。つま り,集計化された形での個人の属性
要因(出 身階層要因)ば か りでなく,地域独 自の要素(例 えば教育システムの特殊性)が進
学率(個 人の進学行動の集積)を 説明する重要なファクターとなることを示 して,地 域独 自
の影響が存在することを主張 している。
ところで,集 計データを用いたこの ような分析は,進 学率にあらわれる地域間格差自体を
説明するには有効な方法 となるが,そ の結果をそのまま具体的な個人の進学行動(そ の結果
としての教育達成)に 読み変えて説明することには様々な困難がつきまとう。たしかに,被
説明変数である都道府県別進学率は,そ こに居住する個人の進学行動を集積 した結果に他な
らないし,説明変数 として用いられる父世代の高学歴者率や個人平均所得 とい う社会経済的
条件は,一 般に進学に有利な家庭の多さを示す指標 となっている。 したが って,これまでの
個人 レベルの分析が明らかに してきた,父 学歴 ・父職 ・家庭の経済状況が教育達成に及ぼす
影響が集計 レベルにそのまま反映された とみることもで きる。 しかし,この分析に用いられ
る説明変数の特徴である府県別の平均値や比率には,同一府県内に居住する個人間の分散が
考慮されていないとい う問題点がある。た とえば,家 庭の経済状況は個人の進学を規定する
直接的な要因であるが,個 人所得の県内分散が大きい府県の平均値 と逆に小さい府県の平均
値が等しい場合には,府 県別進学率 と個人所得平均 との相関は0に なる。が,こ のことは,
個人が進学するか否かとい う行動に経済的要因漆影響 しないとい うことを示 していることに
はならないだろう。また,高 等教育学歴を持つ者が父世代に多ければ,最 も進学に有利だと
される学歴階層の子弟が多い ことを意味することになるが,高等教育学歴比率が等しい場合
でも,中等教育学歴 と初等教育学歴 との構成には変化がみられることが予測 され,高 等教育





計 レベルの相関分析では個人 レベルの効果と構造効果を区別できないため,個 人属性の集積
指標の説明力の中に地域独 自の構造効果が混在 してしまうことになる。
つまり,府県別の集計データを用いた分析では,デ ータ上の制約か ら個人の教育達成に及
ぼす個人 レベルの階層要因を コン トμ一ルした うえで,地 域独 自の効果を抽出することは非
常に難 しい。こうした地域独 自の効果を探るためには,何 らかの形で個人 レベルのデータと
地域 レベルのデータとを結合 して,個人 レベルの効果をコン トロールした うえで,地 域特性
とい う構造変数が個人の教育達成に及ぼす効果を推定 していく必要があるだろ う。
2分 析の方法
これまで教育達成に及ぼす地域効果を個人の地位達成過程の中に位置付けた研究が皆無で
あったわけではない。1975年SSMの分析において,塚 原 ・小林(1979)は,地域変数 とし








歴が高 くなる(教育水準の上昇)た め,教 育達成に及ぼす出身地の効果を過大評価する可能
性が生じるのである。したがって出身地域の効果を重回帰分析等で探るにあたっては,地 域
変数 として明確な意味付けが可能な尺度を用い,そ の うえで上記のような時代効果をできる
だけ除去す る作業が必要となる。
本稿の分析においては,高 校進学時(15才時)に 居住 していた都道府県の高校進学率,及
びそれに対応 した(3年 後の)大 学r短 大進学率,さ らに両者を用いて得られる地域の平均
教育年数を地域の教育機会をあらわす指標として用いることにする5)。進学率指標はその地
域に居住 している者が上級学校へ進学できる平均的な可能性を測る尺度(裏 返せぽ個人の進




て左右される性格を持ってお り,トートロジカルな印象を与えるかもしれない。 しか し,教
育達成に影響を及ぼす個人の属性変数を コン トロールした うえでも,な おかつ地域単位め教
育機会指標が教育達成に効果を持つとすれぽ,そ こには地域独 自の効果が多分に含まれるこ
とになるとみて差し支えないだろ う。
ただし,こ うした地域の教育機会指標に何 ら操作を加えず個人の学歴(教 育年数)と の関
連を検討していくと,先述した時代効果の罠に陥ることになる。表1か らも明らかなように








本稿の最終 目的は,時 代効果を除去した変数を用いた重回帰分析を行な うことにより,地








高校進学段階 と大学進学段階に分けて考察 してい くが,そ れは,個 人の教育達成過程におい
て,高 校入試 と大学入試 とい う2つの選抜段階が存在してお り,この2つ の段階で,地 域の
及ぼす影響が異なることが予測 されるからである。
は じめに,高校進学段階に目を向けてみよう。表2は,年 齢層(コ ーホー ト)と父学歴を
コソ トロールした うえで,高校進学率を基準として分けた地域カテゴリ▽別に高校進学者の
割合を示 したものである。いずれの地域に居住していた者について も,同 じ学歴の父親を持
っ者では一部(低進学率県居住者で父親が高等教育学歴の者)を 除いて30代より20代の進学
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者の割合が増加 して いる。 また 同一地域 カテ ゴ リー ・同一 コーホ ー ト内の父学歴間にみ られ
る差(range)をみてみる と,高 進 学率県では30代.350から20代.224へ,同様 に低進 学率県
で も.470から.274へと著 しい減少がみ られ,こ の間の全 国的な高校進 学率の上昇に よ り,高


















本 人 の 学 歴(高校以上に進学した者の割合)
高 進 学 率 県 居 住 者














低 進 学 率 県 居 住 者






































































上 級 ノ ン マ ニ ュア ル
ー 般 ノ ン マ ニ ュア ル
マ ニ ュ ア ル
農 業
本 人 の 学 歴(高校以上に進学した者の割合)
高進 学 率 県居 住 者























































計 57 250307 ・814167 212279 .760.054
上 級 ノ ン マ ニ ュア ル
ー 般 ノ ン マ ニ ュア ル


























































計 66 182248 ,734144 181325 .557.177
(注)上 級ノンマニュアル…専門的 ・管理的職業,一 般 ノンマニュアル…事務的 ・販売的職業









くなる。しかし,30代の義務教育 ・中等教育 レベルの場合は,減 少したとはいえまだかな り
の差がみられる。そればか りか,20代の義務教育 レベルや高等教育 レベルの場合は,父 学歴




の割合が高 くな り,同じ地域 カテゴリー内での父職間の差は30代より20代の方が小さくなる
傾向がみ られる。また地域間格差に注目すると全体 としてみた場合30代か ら20代にかけて差
が縮少するが,父 職をコントロールしてもかな りの部分で差が残ってお り,地域独 自の影響
を個人の進学行動に及ぼしていることが推察される。
さらに,表2,表3に 共通 して興味深い事実を読みとることができる。それは,30代の場
合,父 学歴や父職を コン トロールするといずれの場合 も地域カテゴリー間の差が縮まるのに
対して,20代の場合は差が拡がるところがみ られる点である。たしかに,30代から20代にか
けて,全 体としてみた場合の格差は減少する傾向にあるが,そ の地域の階層構成の相違によ
って説明される部分(個 人 レベルの影響の総和)も 同時に減少してきていることを,上 記ρ
結果は示唆 しているのである。そして,こ のことは,先 にみた同一地域カテゴリー内の階層
間格差の急激な縮少を考慮に入れれば,個人 レベルの要因である父職や父学歴の影響力に対
して地域の影響力のウエイ トが相対的に上昇している可能性を推測させるもの となっている。
目を転 じて大学進学段階の問題を検討してい くことにしよう。この段階では どのような傾
向がみ られるのだろ うふ。表4は 父学歴を用いて,表5は 父職を用いて,高 校進学者数を母
数 とした場合の大学 ・短大以上進学者の割合を示している。(ただし,地域分割は高校 か ら
の大学 ・短大等現役進学率を基準として行なった。)この2表 に示 される結果を検討すると,
高校進学段階とは異なった傾向を読み取 ることができる。まず第1に,30代か ら20代にかけ
て高校進学者が著しく増加するために,高 校進学者を母数とした場合の大学 ・短大進学者比
率はあまり増加していない,第2に,20代 と30代の同一地域 カテゴリー 内の階層 間 の差
(range)をみるとあま り変化がな く,高校進学段階の場合と異な:り階層間格差がこの期間に






















本 人 の 学 歴(高校進学者のうち大学 ・短大以上へ進学した者の割合)
高 進 学 率 県 居 住 者
















低 進 学 率 県 居 住 者

















































































ノ ンマ ニ ュア ル
ー 般
ノ ンマ ニ ュア ル




ノ ン マ ニ ュ ア ル
ー 般
ノ ン マ ニ ュ ア ル





































































































































































みた場合には,高 校教育 レベルの父親を持つ場合20代でも30代でも約23%の差がみ られ,義
務 ・中等 レベル よりその開きはかな り大きい。また父職を基準としてみた場合には,上 級ノ
ンマニュアル職(専 門 ・管理職)や 農業で地域間の格差が他の職業よりも大きくなっている
ことがわかる。つまり,農業の場合は別として,高 等教育学歴や上級ノンマニュアル職の父
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親を持つ,換 言すれぽ,大 学進学に最も有利な家庭背景を持つ者に対 して居住地域が強い影
響を及ぼしているとい う興味深い結果を読み取ることができるのである。
このように,地 域が個人の進学行動に及ぼす影響は,出 身階層との関わ りで変化 し,必 ら









その内容面か ら検討 した。 しかし,この分析ではサンプル数の関係から統制変数として用い
る階層要因が単一指標 としてしか導入できないため,階 層要因を可能な限 りコン トロールし
て,地 域の教育機会が個人の教育達成に及ぼす影響を検討す ることや,階 層要因と地域要因
との説明力を比較することが不可能であった。 したがって,本章では,階 層要因をコン トロ
ールした後も地域の影響は残るのか,またそれは,階 層要因と比較してどの程度の説明力を
持つのか,と い う点を重回帰分析を用いて検討 していくことにしよう。分析に入る前に,用
いる変数の内容について説明しておくことにす る。














と大学 ・短大進学率の2変 数を地域の教育機会指標 として用いることも可能である。が,被
説明変数として用いる個人の教育年数に対 して,こ の両変数は同質的で累積的な影響を及ぼ
す性格を持ってお り,また,こ の2変数間にある高い相関(.79)から生 じる多重共線 関 係
(mult量colinearity)を避けるためにも,こ の両変数を合併 した形の地域の平均教育年数を 用
いる方が望ましいと判断 した。
その他,出 身階層要因 として用いる父学歴 と母学歴には教育年数を対応 させ,父 親の職業
は本人が15才時点のものを採用し,それにSSM威 信ズコアをあてはめることにした8)。ま
た,家庭の経済状態を測定するための変数 として15才時の 「くらしむき」(5=非常に豊 か































表6は,20代・30代の全 ケースについて,父 学歴 ・父職とい う出身階層変数と地域の平均
教育年数を用いて,本 人の教育年数に対する重回帰分析を行なった結果である。(1)は父学歴






ところで,2で 検討 したように,年 齢差の広いサンプルを対象 とする場合には,時 代効果
に よって生 じる疑似相関が含まれていることに留意しなければならない。 この点を確かめる
ために,被説明変数である本人の教育年数と5つの説明変数との相関を,積 率相関係数 と,
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年齢 で コン トロール した偏相関係数 とで比較 してみ るこ とに しよ う。表7に 示 された とお り,
父学歴や父職 など出身階層 に関わ る変数 につ いては,両 相関係数 の差は+0.04～一〇.024程
度でそれほ ど大 きいもの とは言 えない9)。ところが,地 域変数 との間の相関は,年 齢を コン
表7本 人の教育年数と独立変数間の積率相関係数と年齢を統制した際の偏相関係数


























トロールすることにより.2548から.1840へと約.07減少 し,他 と比較すると非常に大 きな 値























表9は 上記の変数を用いて,本 人の教育年数(偏 差)に 対する重回帰分析を行なった結果
である。表7と 同様に父学歴と父職に回帰させた うえで,地 域変数を追加するとい う方法を
採 っている。表7の 結果と比較すると,β係数(標 準偏回帰係数)の 変化からみて,父 学歴
や父職により説明される分散量はそれほど変化 していないと言える。 ところが,地 域変数の
説明力は,β 係数が.1955から.1194へと変化したことか らもわかるように減少している。こ
れは,先 述した時代効果が除去されたために生 じた結果だと言える。ただし,減少があった






全 体 20 代 30 代
変 数
(1) (2) (1) (2) (1) (2}
父 学 歴
父 職






































表9に は,同 様の分析を20代と30代に分割して行なった結果も併せて提示 している。20代
と30代とを比較 してみると,父学歴 と父職によって説明される分散量は30代の29%から20代
の22%へと約7%減 少 してお り,この間に出身階層が教育達成に及ぼす影響力が減少す る傾
向にあることが うかがえる。一方,地 域変数の β係数をみると,いずれのコーホー トの場合
も.12程度で大きな変化はなく,一定の効果を維持していることがわかる。さらに,こ の3





これ までの分析では,個 人の出身階層要因を父学歴 と父職を用いて測定 した うえで地域変
数の効果を検討してきた。しかし,個人の出身階層要因がこの2変数で測定されるものでは
ないだろ う。そして,地 域変数との関連で言えば,階 層を測定す る変数を増加させることに
よって,地 域変数の効果が消える(他 の変数の効果に吸収される)可能性も考え られる。し
たがって,次 に1975年SSMで利用できる母学歴 と 「くらしむき」変数を追加した場合の重
回帰分析の結果を検討してお くことにしよう。
表10は表9と 同 じ方法で母学歴 と 「くらしむき」を加えて行なった分析結果を示している。
まず出身階層要因のみで説明される分散量(1)をみてみると,いずれの場合も,父学歴 と父職
の2変 数で説明される量 よりも4～5%の 増加がみられ,母 学歴と 「くらしむき」を加える
ことに よって,説 明力が上昇 していることがわかる。そして,こ こで問題 としている地域変
数のβ係数をみると,表9の 値 より若干減少しているが,ど のコーホー トについても,β係
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表10母学歴 ・くらしむき変数を加えた教育達成に対する規定要因分析(β係数)
全 体 20 代 30 代
変 数
























































数 自体,ま た地域変数を増加することによって上昇する説明力の増分は,統 計的に有意であ
り,階層変数を追加しても,地域自体の効果が消えることはない。そして,こ の手続きによ
って減少する地域変数の説明力は微少であり,さ らに出身階層変数(あ るいは学力等の他の
個人 レベル変数)を 投入した としても,教育機会の地域間格差が教育達成を説明する規定力
は完全に消滅することはないと推測される。 この結果を見る限 り,出身地域の教育機会は,





に及ぼす影響を検討 してきた。本稿の分析で明らかになった点は,以下の4点 にまとめ られる。
(1)地域の教育機会指標 として,15才時に居住 していた都道府県を基準に当該地域の平均教
育年数(地 域変数)を 求め,そ れを用いて達成教育年数に対する重回帰分析を行なった。そ
の結果,地 域の教育機会は,時 代効果を除去した後でも,父学歴や父職 という出身階層要因
とは異なる有意な説明力を持っていることが明らかになった。
(2)さらに出身階層要因として,母 学歴や15才時の 「くらしむき」変数を追加 したが,こ の
操作を加えた後でも,地域変数の説明力にはあまり減少がみられなかった。つまり,地域の
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教育機会は,出身階層のような個人 レベル変数 とは相対的に独立した性質を有 しており,そ





(4)また,20代と30代のコーホー トを比較 してみると,30代か ら20代にかけて階層変数に対








は,地 域の構造的特性 と個人の行動とのエコロジカルな因果的連関を検討 していく中で,は
じめて明らかにできる性格のものであ り,内容面か らのアプローチを今後行なってい く必要
がある。
また,こ うした内容面ばか りでな く,方法論上の課題も残されている。本稿では,地 域変
数 とい う集計 レベルの変数と父学歴等の個人 レベルの変数 との集合体水準の相違には特に注
意を払わなかった。ところがこれまでの学校効果等の集合 ・集計レベルの変数に注目した研
究でほぼ一貫 してみ られ る傾向は,被 説明変数として個人 レベルの変数(例 えば教育アスピ
レーションなど)を用いた場合,集 合 ・集計 レベルの構造的な変数の説明力が個人 レベルの
説明変数のそれと比して小さいとい う点にある。(Meyer1970,Coleman1972など)今回の
分析においても,地域変数の統計的有意性は確認された とい うものの,そ の説明力は階層指
標 として用いた変数 よりも小さくなっている。この結果は,変数の レベルの相違(個 人 レベ







1)こ うした批判は,地 位達成分析が,職 業達成や所得達成を分析する際に,労 働市場の構造や階
級構造を無視しているとい う面からなされることが多い。(Bielby1981,鹿又 984)
2)教 育水準 という用語の意味する内容は多岐にわたるが,本 稿では学校教育の普及度とい う点に
絞ってこの用語を用いるこ とにする。
3)地 域間の教育機会の格差を検討するにあたって,変 動係数(標準偏差/平 均)を 用いたものも
みられるが(山 本1979,ただし山本の場合は進学率ではなく志願率の格差を検討するた め に




5)1975年SSM調査では,対 象者の年齢が10月1日を基準 としてコー ドしてある。 このため,地
域の進学率や平均教育年数を求める基数 となる卒業者数や入学者(進 学者)数 は,当該年齢の
者が所属しうる2つ の学年 コーホー トを合算 したもの く例えば75年10月に20才であれば,高校
卒業者数は73年と74年を合計した数)を 用いた。
6)偏 差を求める基準 となる全国平均値は,本人の達成教育年数については,当該年齢の者が所属
しうる2つ の学年 コーポ』 トの全国の大学 ・短大 ・高専 ・高校入学者数を用い,地域の平均教








否めない。ただし,デ ータ上の制限か ら父年齢や母年齢を特定化できないため,個 々のケース
に対応する全国平均値を推定できないとい う問題点があるうえ,子 どもとの年齢差が一様でな
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